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１．はじめに

本邦におけるターミナルケアに関する議論は主として「末期癌患者」を中心に行われ、ホスピ
スの概念の定着、緩和ケアが注目されてきている。

　一方、高齢者の終末期医療に関しては、介護保険の成立とともに、終末期管理が病院から介
護福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、在宅に移行しつつあるにもかかわら
ず、高齢者の終末期医療の概念、ケアの基本方針など、ガイドラインの整備もなく、我が国に
おいて大きく立ち後れている分野である。
米国老年医学会では、1995年高齢者のターミナルケアに関する「立場表明」を行い、基本的方
針を明らかにした（AGS Ethics Committee : The care of dying patients: A position statement from the
American Geriatrics Society. J Am Geriatr Soc 43:577-578,1995）。そこでは、高齢者の人生の終末
期になっても、症状を和らげ安楽でいられ、人間としての尊厳性と自己管理ができるケアを希
望している現状を踏まえ、将来に絶望しないよう効果的なケアを提供することが骨子とされ
た。
更に、終末期のケアの質を複数の諸団体が糾合して改善するための提言がなされた
（Commentary: Measuring quality of care at the end of life: A statement of principles. J Am Geritr Soc
45:526-527,1997.）。

本邦においては、京都老人のターミナルケア研究会の報告書（村井淳志：日本老年医学会雑誌
34：34，1997）により、高齢者の享受したいターミナルケアの要素についてのアンケート結果
や、東京都老人医療ｾﾝﾀｰにおける外来患者調査により末期医療の具体的な質問がなされた（松
下：日本老年医学会雑誌1999、36：45-51）。
1998年から、厚生省長寿科学のターミナルケアに関する研究班（班長：内藤通孝名古屋大学老



年科学助教授）が組織され、日本老年医学会倫理委員会（委員長：井口昭久名古屋大学老年科
学助教授）による、高齢者終末期医療に関する立場表明の作成と発表などの取り組みがようや
く地に着いたところである。
全国老人保健施設協会では、終末期医療に関する現状を把握すべく、厚生省の助成を得て、平
成１０年度より本邦では始めての高齢者のターミナルケアに関する、全国規模の調査を開始し
た。平成１０年度（1998年）の調査によって、老人保健施設における死亡率、転院率、ターミ
ナルケア（終末期医療）に関する意識、充足すべきスタッフの種類と数などについて明らかに
なった。

【平成１０年度調査の主要な結果】
１）老人保健施設における死亡率は1％程度と低いものの、今後介護保険施行後増加する可能性
がある。
２）ターミナルケア（終末期医療）に関する意識では、自宅復帰を旨とする老人保健施設で
は、本来行うべきではないとする、あり方論がある一方、また入所者や家族の希望で転院しな
いケースを無視できず、現実問題として施設死亡がある以上終末期医療を考えていくべきだと
する意見がほぼ同数見られた。

【平成１０年度調査を踏まえた検討課題】
生活の場として死亡する特別養護老人ホーム、疾患が重症化して死亡する病院の中間的性格か
ら、この調査結果はある程度理解できるところであるが、次回の調査においては、老人保健施
設における死そのものについて、より掘り下げた調査が必要と考えられる。

【研究の背景】
長寿科学のターミナルケアに関する研究では、老年医学会会員に対するターミナルケアの定義
に関する調査、ターミナルケアの手技に関する調査、ターミナルケアの手技の優先順位に関す
る調査が行われ、また家族に対してもターミナルケアの手技の優先順位に関する調査が施行さ
れた。
医療施設の範疇とはいえ、老人保健施設は介護老人保健施設と名称を変更し、死に行く場所と
して制度的にも、設備・人員的にも病院とは異なっている。

【研究の目的】
１）介護老人保健施設のターミナルケアそのものに関する意識は、医療機関と異なっている可
能性があり、これを明らかにする。
２）介護老人保健施設のターミナルケアの実施内容は、医療機関と異なっている可能性があ
り、これを明らかにする。
３）上記1）、2）の結果を踏まえ、ターミナルケアの中で老人保健施設が重点的に果たせる役
割の部分と、特別のケースに限って果たす部分を明確にする。

【対象と方法】
平成12年２月１０日（発送）～２月２５日（回収）。
平成１１年９月末現在の社団法人全国老人保健施設協会正会員の全施設に調査用紙（アンケー
ト）を送付し回答を得た。



有効回答率　１４０３施設　（回収率６２．２％）


